
令和７年度第２回介護保険運営協議会　質問事項一覧

NO. 資料 頁 ご質問・ご意見 回答

1 資料2-2 項番7

死亡後の手続き（葬儀手配、行政手続き、相続など）をお願いできる人についても同様に問うと
良いと考えます。

「死後事務をお願いできる人の有無」を把握するという視点は、身寄りのない高齢者の
実情を知るうえで非常に意義のあることと受け止めております。
一方で、市民向けのアンケートという形式の中で、死後に関する設問を設けることは、
一部の方にとって心理的な負担となる可能性があることや、設問の意図が誤解を招くお
それがあることから、今回は見送らせていただきたいと考えております。
今後、より適切な手法や機会（たとえば専門機関との個別面談等）を通じて、実態把握
について検討してまいりたいと考えております。

2 資料2-2 項番19

補聴器の購入費用助成を含む聞こえの支援事業が実現に至りましたが、その経緯を教えてくださ
い。「耳の聞こえ」についてアンケートで市民の実態やニーズを把握したことは事業化にどう寄
与したのでしょうか。

現行のいきいき安心プランⅧの策定時のアンケートに聞こえの実態を把握するための、
項目を追加したところ、聞こえのリスクの質問に1つ以上該当した方は、一般高齢者2人
に一人（50.8％）という結果でした。また3つ以上該当する聴覚機能低下リスク者
（16.5％）は、うつや認知機能低下のリスク、外出機会に影響していたことを鑑み、広
く聞こえに対する正しい知識を普及させるとともに、早期に発見し、早期受診、フォ
ローアップが重要と考え、補聴器購入費助成も含めた「聞こえの支援事業」を令和7年度
4月より開始いたしました。

3 資料2-2 項番97

選択肢4：要介護・要支援認定者が「特養、老健等の施設サービス空き待ちだから」サービス利
用しないことがありえるでしょうか。
選択肢9：「よいケアマネジャーが見つからないから」より「ケアプランを作成してくれるケア
マネジャーが見つからないから」の方がケアマネジャー不足の実態把握という観点から適切では
ないでしょうか。

介護保険サービス未利用者の分析は、重要なものと考えておりますので、他自治体が実
施しているサービス未利用者アンケートを参考に、選択肢を検討したものになります。

選択肢4については、他市の当該項目の回答率も低調であることや、特養入所待機者につ
いては別途調査を実施する予定であることから、削除の方向で検討してまいりたいと考
えております。

選択肢9については、ケアマネジャー不足につきまして、別途介護事業所従事者調査を実
施する予定ですが、市民側の実情と併せることで、より効果的な実態を把握することが
できると思われることから、「ケアプランを作成してくれるケアマネジャーが見つから
ないから」という内容について追加する方向で検討してまいりたいと考えております。
また、本選択肢は、適切なケアプラン作成、サービスの手配や管理、相談への対応等を
してくれる介護人材の資質向上支援の観点から想定したところでございますので、「自
分の意向を反映してくれるケアマネジャー」等の選択肢で実施してまいりたいと考えて
おります。

4 資料2-2 項番98

質問文：「認定を受けた主な理由を教えてください」より「申請した主な理由を教えてくださ
い」とする方が適切ではないでしょうか。

認定を持っている方がアンケート対象であることから、「認定を受けた」という表現に
しましたが、アンケート記入者が誤解を招かぬよう「申請した」という表現に変更させ
ていただきます。
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5 資料2-2 項番99

選択肢12-14、18-20は市民にとってわかりにくい可能性があります。
例えば、選択肢9「訪問診療（医師の訪問）」と選択肢12「医師による療養上の指導（居宅療養
管理指導）」は関連していると考えられますが、前回調査における回答状況を教えてください。
選択肢10「訪問診療（歯科医師の訪問）」と選択肢12「歯科医師や歯科衛生士による療養上の指
導（居宅療養管理指導）」も同様です。
また、選択肢18-20の回答状況は他選択肢と比べ低いのではないでしょうか。

選択肢12-14　訪問診療及び居宅療養管理指導につきまして、前回の回答状況は以下のと
おりでございます。

回答者が保険の種別を理解し回答しているかは定かではなく、保険の種別が分析に影響
するものではないことから、選択肢を統合してまいりたいと存じます。
また、選択肢18-20につきましては 、利用対象ではない「要介護者（軽度）」や「要介
護者（重度）」からの回答もあったことから、選択肢の意図が伝わっていない可能性が
ございました。
質問の意図を明確にするため、選択肢18-20は今回の選択肢から削除したいと存じます。

6 資料2-2 項番124

「介護」といっても、安否や内服の確認を電話で行うレベルから、おむつを交換するレベルまで
様々あることを例示した方が回答しやすいと考えますがいかがでしょうか。

本設問については項番125と連動して確認できるよう追加したものでございます。ご質問
と同様の意見は検討の段階で出ておりましたが、今回は、潜在的な介護者を確認するの
ではなく、「介護をしている」という自覚をお持ちの方のお困りごとやお悩みを把握す
ることを目的としていることから、敢えて例示は行わないことといたしました。

7 資料4 3

看護小規模多機能型居宅介護の利用率は71.6%にとどまっています。
市外・広域外利用を受け止めることは可能と考えられますが、市外からの問い合わせはなかった
でしょうか。
また、登録外利用についても引き続き推奨すべきと考えます。ケアマネジャーが、登録外利用が
あること、亜急性期などの病態では有用であることを知る必要があると考えますが、ケアマネ
ジャーにどのように周知すべきでしょうか。

これまで、市外の被保険者が市内の看護小規模多機能型居宅介護事業所を利用すること
について、個別の相談はございませんでした。
昨年度、松戸市小多機・看多機連絡協議会から、利用希望のある他市（市境）被保険者
の受け入れについて、要望をいただいた際には、市では、地域密着型サービスとして整
備・運用しているため、原則、本市被保険者にご利用いただいている旨を回答するとと
もに、他市被保険者より相談があった際は、指導監査課にご相談いただけるよう案内い
たしました。
広域利用につきましても、介護保険事業計画（いきいき安心プランⅧまつど）におい
て、「本市居宅要介護者の在宅生活支援を最優先とする」と記載しているところです。
登録外利用＝短期利用につきましては、昨年度の地域密着型サービス事業者 集団指導の
R6.7時点では、短期利用の体制の登録がある事業所が9事業所のうち6事業所で、未登録
の事業所が3事業所でした。指導実施後のアンケートで未登録の事業所に受入れ意向を確
認したところ、意向有りの事業所は1事業所でした。R7.7時点では、10事業所中8事業所
に短期利用の体制の登録があります。
ケアマネジャーへの周知につきましては、事業者の声を聞きながら、介護支援専門員研
修会等にて実施を検討いたします。

事業対象者・要支援者
（946人）

要介護者（軽度）
（1,029人）

要介護者（重度）
（588人）

訪問診療(医師) 1.9% 11.0% 30.4%

訪問診療(歯科医師) 1.5% 6.7% 21.2%

居宅療養管理指導(医師) 1.0% 2.6% 10.4%

居宅療養管理指導
(歯科医師・歯科衛生士)

1.1% 3.5% 9.8%

居宅療養管理指導
(薬剤師)

1.0% 3.1% 7.7%
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8 資料4 4

地域密着特養の空き数と待機者数について、これだけ数字をみれば、事業者のご苦労がしのばれ
る数字と感じられる次第です。そのうえで、待機者数をみると、空き数が０にならないのかの理
由をご教示いただきたいと思います。
「集計時期と入所時期とのタイミングの問題なのか、利用者の介護・医療状況のために入所判定
時点において入所対象ではないのかといういったん保留扱いになっているかなど、どのような理
由があげられるのでしょうか？

この資料でお示ししている数値は、令和7年3月31日時点の調査のものです。
調査時点でNo.1の施設には6、No.3の施設には2の空きがありますが、それぞれ入所は決
定しているがまだ入所していない、あるいは入所調整中の状況となっています。基本的
にはどの施設も満床となる状況です。
また、介護老人福祉施設（広域型）の状況についても、同様の傾向と認識しておりま
す。

9 資料4
19･20
･23

P23に示されているように、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅が増加しています。
P19-20のように（看護）小規模多機能居宅介護からこれらの施設に入所する者が一定数います
が、施設の増加とともに増えているのでしょうか。この5年間の推移をお示しください。

利用終了後の動向につきまして、5年間の推移を確認したところ、以下のとおりでした。

10 資料5 3･13

（１）基幹型のご努力はとても評価できるものと判断しております。
そのうえで、これらのそれぞれの数字が意味しているところを教えていただきたいです。１行コ
メント程度のものでも全く差し支えありません。
例えば、3頁⑥土日祝日、夜間等における連絡体制について、前年度より1件増となっています。
連絡体制を整える意味についてご教示ください。
（２）研修はさまざま実施されておられますが、例えば、13ページにあるように「介護予防ケア
マネジメントに関する研修」において、とても有益な研修内容と全国レベルで定評のある講師の
方を招いていらっしゃり、とてもうらやましい限りです。その研修内容を市民福祉向上のための
日頃の地域包括支援センターの日常の実践レベルに具体的にどのように結びつけていく（落とし
込んでいく）のかについて、市・基幹型センターとして、どのように各センター、事業者に働き
かけていらっしゃるのでしょうか？地域包括支援センターの事業ですから、本市の地域包括支援
センターの相談の質のレベルの本市としての統一した底上げについてもご留意なさっていて、主
催（「場の提供」）だけで終わっていませんよね、そこまである程度考えていかないと、地道に
実践くださっている事業者が適切に学んだ内容を松戸市としての福祉実践に充分に活かすことが
できないということになってしまいますととてももったいないと思いますので、あえて、当たり
前のこととは存じつつもお尋ねする次第です。

(１)基幹型包括については、特定の圏域を持っていないため、それぞれの数字について
は、委託型地域包括の後方支援・総合調整を行った数となっております。例示いただい
ている、3頁⑥の土日祝日、夜間等の連絡体制でございますが、警察対応事案や包括だけ
では対応しきれない事案について、基幹型包括が対応した件数となっております。
(２)本研修は、支援者が地域のインフォーマルサービスにも目を向け、介護予防や参加
支援に活かすことができるような支援の質の向上を目指し実施いたしました。その研修
内容を日頃の地域包括ケアの実践に結びつけていくため、本市では介護予防ケアマネジ
メントマニュアルを作成し、周知や働きかけを行っております。

11 資料5 6

（５）①開所日以外にも相談を受け付けられる体制を整えた結果、令和5年度と比べ開所日以外
の相談数はどのように変化したのでしょうか。15地域包括ごとにお示しください。

昨年度と比べて、開所日以外の相談件数が増加した包括は６包括、減少した包括は７包
括、ほぼ同一の包括は２包括でした。
１５包括の総数としては相談件数が減少しましたが、仕様書に開所日以外（土日祝）に
ついても相談予約が受付らるように盛り込む以前から包括では開所日以外でも相談対応
を実施しておりました。
今後、相談者に向けて開所日以外でも相談が可能であることについての周知に努めてま
いります。

12 資料5 8
（１）①昨年度の地域包括からの相談件数をお示しください。 昨年度の地域包括からの相談件数は3,927件です。

（人）

小規模多機能型居宅介護　　利用終了後の行先 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
　　介護付き有料老人ホーム 3 1 2 5 3
　　住宅型有料老人ホーム 4 1 0 3 4
　　サービス付き高齢者向け住宅 1 7 2 5 5
看護小規模多機能型居宅介護　利用終了後の行先 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
　　介護付き有料老人ホーム 6 3 1 7 6
　　住宅型有料老人ホーム 0 0 2 1 4
　　サービス付き高齢者向け住宅 9 10 15 13 6
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13 資料5 12

（４）②15地域包括ごとに、地域個別ケア会議で扱った虐待（疑い含む）事例数をお示しくださ
い。

現在は概ね年4回の地域個別ケア会議の中で、1件以上は虐待事例を取り扱うこととなっ
ており、令和6年度は全体で15件でした。
今後も、地域ケア会議を活用し高齢者虐待事例を通じた地域課題の検討、課題解決を
行ってまいります。

14 資料6 1

専門職を定数配置できている7つの地域包括は配置できていない地域包括と比べて、委託法人の
専門職雇用や人材配置についての考え方が異なるのでしょうか。
全ての地域包括に専門職を定数配置するため、市はどのように委託法人に働きかけているので
しょうか。

資料にお示ししております配置状況につきましては、令和7年3月31日時点の数字であ
り、欠員の有無については流動的なものとなっております。委託法人の違いにつきまし
ては、特別養護老人ホームなどを運営する社会福祉法人や病院を運営する医療法人など
母体の種別により、配置しやすい専門職とそうでない専門職があることは考えられま
す。全ての地域包括に専門職を定数配置がなされるよう、市として採用に係る周知のほ
か、欠員が長く続く場合には、個別に委託法人と配置に向けた話し合いや助言等の支援
を行っております。

15 資料6 1

（第1回介護保険運営協議会で議論した）令和7年度からの人材配置における負担軽減策に則る
と、国基準以上の加配部分を配置できている地域包括はいくつあるのでしょうか。
加配部分を配置できているのであれば、主任介護支援専門員が不足しないよう人材育成枠として
積極的に活用すべきと考えます。

国基準以上の加配配置ができている地域包括支援センターは１５包括中１２包括です(５
月末現在）。
加配部分を配置できていない包括についてはもちろんですが、その他の包括に対しても
法人内で異動等が発生する際には将来的な主任介護支援専門員の確保も見据え、人材育
成枠の積極的な活用を促したいと考えております。

16 資料6 2･4

高齢者人口増にも関わらず、地域包括による支援・相談件数が昨年度と比べ減少しています。特
に機関からの件数が減少しています。その理由について市のお考えをお聞かせください。

他機関からの相談件数について、減少した項目をみますと、介護に関する相談、退院後
の生活に関する相談、健康・医療に関する相談、家族調整に関する相談となっており、
これまでの相談対応や連携等により、それぞれの機関で対応ができていることなどが考
えられます。一方、日常生活に関する相談や人・地域との交流に関する相談、見守りを
含む安否確認に関する項目が増加していることから、多機能コーディネーターが配置さ
れ活動状況が浸透した結果、社会参加に係る相談が増えていることが推察されます。

17 資料6 2･3

介護者の離職防止に関する相談件数は、明第1や明第2西で64件、461件と多く、その他の地域包
括では一桁レベルです。この違いについて市のお考えをお聞かせください。
介護者の離職防止はそれ自体が相談者の訴えになりにくく、地域包括が支援する中で覚知される
ことが多いと思われます。そのようなアンテナを地域包括がもつことが大事だと考えます。

地域ごとの開きについては、離職そのものに関する相談を計上しているか、仕事との両
立も含めた相談を計上しているかによるものと考えられます。
今年の４月からですが、改正育児・介護休業法が施行され、雇用側の意識も変わってき
ているところです。
委員ご質問のとおり、地域包括が覚知するためのアンテナを持つことが重要と思われる
ことから、介護と仕事の両立も含めた集計等を検討してまいります。

18 資料6 13

介護予防プランナーの配置に係る補助金の利用実績をお示しください。補助金を利用しプラン
ナーを配置できた地域包括では、包括のケアプラン作成数は増加したのでしょうか。

令和6年度は９地域包括に対して補助金を交付いたしました。うち1年間通してプラン
ナーが配置されたのは４地域包括であり、いずれも地域包括での作成件数及び作成割合
が増加しております。一方、令和6年度に開始し間もないことから、補助金の効果につい
ては一定の期間をおいて改めて確認していければと考えております。
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